
5

3 Ｒ

資産形成充当財源

7

（調達源泉別） 360

9

,032 Ｓ

税収 5,2

Ｆ

51,446

社会保険

＝

料 369,589

移転

Ｄ

収入 5,430,26

＋

5

公債等 6,361,

Ｅ

341

その他の財源の

資

調達 △20,222,

金

652

評価・換算差額

8

等 3,170,042

,

← ＮＷＭより

少数株主

4

持分 0 Ｔ

その他の純資

8

産 279,361,5

4

12 Ｕ

開始時未分析残

,

高 279,361,5

2

12

その他純資産 0

純

4

資産合計 297,81

1

5,726 Ｖ＝Ｒ＋Ｓ

Ｅ

＋Ｔ＋Ｕ

負債・純資産

←

合計 435,377,

Ｃ

448 Ｗ＝Ｑ＋Ｖ

Ｆより

金融資産（資金を除く） 23,732,337 Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

債権 13,279,933 Ａ

税等未収金 7,944,393

未収金 4,110,982

貸付金 350,779

その他の債権 768,062

(控除)貸倒引当金 105,715

有価証券 309,858 Ｂ

投資等 10,142,547 Ｃ

出資金 13,333

基金・積立金 9,448,47

【

8

財政調整基金 3,0

様

30,486

減債基金

式

0

その他の基金・積立

第

金 6,417,992

6

その他の投資 680,

号

736

２．非金融資産

】

403,160,83

平

8 Ｍ＝Ｊ＋Ｋ＋Ｌ

事業

成

用資産 152,253

２

,012 Ｊ＝Ｇ＋Ｈ＋

４

Ｉ

有形固定資産 141

年

,167,444 Ｇ

土

度

地 88,484,39

　

5

立木竹 28,559

小

建物 48,874,9

田

64

工作物 479,9

原

13

機械器具 1,58

市

7,688

物品 749

　

,347

船舶 0

航空機

連

0

その他の有形固定資

結

産 876,016

建設

貸

仮勘定 86,560

無

借

形固定資産 1,366

対

,931 Ｈ

地上権 1,

照

192,819

著作権

表

・特許権 0

ソフトウェ

（

ア 16,036

電話加

B

入権 700

のれん 0

そ

S

の他の無形固定資産 1

)

57,376

棚卸資産

（

9,718,636 Ｉ

平

インフラ資産 250,

成

907,423 Ｋ

公共

2

用財産用地 100,2

5

64,108

公共用財

年

産施設 146,535

 

,941

その他の公共

3

用財産 3,177,7

月

99

公共用財産建設仮

 

勘定 929,574

繰

3

延資産 403 Ｌ

資産合

1

計 435,377,4

日

15 Ｎ＝Ｆ＋Ｍ

【負債

現

の部】

１．流動負債 1

在

4,933,521 Ｏ

）

未払金及び未払費用 1

（

,424,229

前受

単

金及び前受収益 2,5

位

25

引当金 782,9

：

80

賞与引当金 782

千

,980

預り金（保管

円

金等） 861,150

）

公債（短期） 3,16

【

2,320

短期借入金

資

8,283,654

そ

産

の他の流動負債 416

の

,662

２．非流動負

部

債 122,628,2

】

04 Ｐ

公債 106,9

１

13,560

借入金 1

．

,256,108

責任

金

準備金 0

引当金 11,

融

445,474

退職給

資

付引当金 11,257

産

,024

その他の引当

3

金 188,450

負の

2

のれん 0

その他の非流

,

動負債 3,013,0

2

62

負債合計 137,

1

561,724 Ｑ＝Ｏ

6

＋Ｐ

【純資産の部】

財

,

源 18,094,18



費用 56,134,072 Ｅ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ

①人件費 21,018,837 Ａ

議員歳費 155,558

職員給料 10,630,689

賞与引当金繰入 773,321

退職給付費用 2,279,279

その他の人件費 7,1

【

79,989

②物件費

様

12,708,576

式

Ｂ

消耗品費 1,046

第

,426

維持補修費 2

7

,743,171

減価

号

償却費 3,538,8

】

63

その他の物件費 5

平

,380,115

③経

成

費 11,245,09

２

1 Ｃ

業務費 65,83

４

0

委託費 8,043,

年

536

貸倒引当金繰入

度

743,469

その他

　

の経費 2,392,2

小

57

④業務関連費用 1

田

1,161,566 Ｄ

原

公債費（利払分） 2,

市

447,795

借入金

　

支払利息 127,51

連

3

資産売却損 0

のれん

結

償却額 0

その他の業務

行

関連費用 8,586,

政

259

２．移転支出 5

コ

5,866,179 Ｆ

ス

①他会計への移転支出

ト

0

②補助金等移転支出

計

39,828,308

算

③社会保障関係費等移

書

転支出 15,269,

（

727

④その他の移転

P

支出 768,144

経

L

常費用合計（総行政コ

）

スト） 112,000

（

,252 Ｇ＝Ｅ+Ｆ

【

自

経常収益】

経常業務収

平

益 30,642,81

成

6 Ｊ＝Ｈ+Ｉ

①業務収

２

益 29,728,90

４

7 Ｈ

自己収入 29,5

年

52,657

その他の

　

業務収益 176,24

４

9

②業務関連収益 91

月

3,909 Ｉ

受取利息

　

等 77,898

資産売

１

却益 0

負ののれん償却

日

額 0

その他の業務関連

 

収益 836,012

経

至

常収益合計 30,64

平

2,816 Ｋ＝Ｊ

【少

成

数株主利益（または少

２

数株主損失）】 0 Ｌ

純

５

経常費用（純行政コス

年

ト） △81,357,

　

436 Ｍ＝(Ｋ-Ｇ)

３

-Ｌ → ＮＷＭへ

月　３１日）

（単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務



12,130,529 12,130,529

③移転収入 39,745,099 39,745,099 39,745,099

他会計からの移転収入 48,001 48,001 48,001

補助金等移転収入 25,768,269 25,768,269 25,768,269

国庫支出金 18,925,233 18,925,233 18,925,233

都道府県等支出金 6,843,036 6,843,036 6,843,036

市町村等支出金 0 0 0

その他の移転収入 13,928,829 13,928,829 13,928,829

④その他の財源の調達 9,496,861 9,496,861 9,496,861

固定資産売却収入（元本分） 0 0 0

長期金融資産償還収入（元本分） 244,655 244,655 244,655

その他財源調達 9,252,206 9,252,206 9,252,206

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 853,009 0 246,180 1,052,385 △5,728,950 △38 △3,577,415 △3,577,415

１．固定資産の変動 853,009 0 244,311 1,052,385 △5,942,156 △3,792,452 △3,792,452

①固定資

【

産の減少 0 0 0 0 △1

様

1,900,710 △

式

11,900,710

第

△11,900,71

8

0

減価償却費・直接資

号

本減耗相当額 0 0 0 0

】

△9,252,206

平

△9,252,206

成

△9,252,206

２

除売却相当額 0 0 0 0

４

△2,648,503

年

△2,648,503

度

△2,648,503

　

②固定資産の増加 85

小

3,009 0 244,

田

311 1,052,3

原

85 5,958,55

市

3 8,108,258

　

8,108,258

固

連

定資産形成 853,0

結

09 0 244,311

純

1,052,385 1

資

,519,255 3,

産

668,960 3,6

変

68,960

無償所管

動

換等 0 0 0 0 4,43

計

9,298 4,439

算

,298 4,439,

書

298

２．長期金融資

（

産の変動 0 0 1,86

N

9 0 213,205 2

W

15,074 215,

M

074

①長期金融資産

）

の減少 0 0 0 0 △24

（

9,760 △249,

自

760 △249,76

平

0

②長期金融資産の増

成

加 0 0 1,869 0 4

２

62,965 464,

４

834 464,834

年

３．評価・換算差額等

　

の変動 △38 △38 △

４

38

①評価・換算差額

月

等の減少 △26 △26

　

△26

再評価損 △26

１

△26 △26

その他評

日

価額等減少 0 0 0

②評

 

価・換算差額等の増加

至

△12 △12 △12

再

平

評価益 △12 △12 △

成

12

その他評価額等増

２

加 0 0 0

Ⅲ．少数株主

５

持分変動の部 0 0

１．

年

少数株主持分の減少 0

　

0

２．少数株主持分の

３

増加 0 0

Ⅳ．その他の

月

純資産変動の部 0 0 0

　

0

１．開始時未分析残

３

高 0 0 0

２．その他純

１

資産の変動 0 0 0

その

日

他純資産の減少 0 0 0

）

その他純資産の増加 0

（

0 0

当期変動額合計 6

単

,951,748 △1

位

,052,385 5,

：

899,364 853

千

,009 0 246,1

円

80 1,052,38

）

5 △5,728,95

財

0 △38 △3,577

源

,415 0 0 0 0 2,

財

321,950

当期末

源

残高 24,448,6

合

17 △6,361,3

計

41 18,087,2

資

76 5,251,44

産

6 369,589 5,

形

430,265 6,3

成

61,341 △20,

充

219,102 3,1

当

70,042 363,

財

582 0 279,36

源

1,477 0 279,

資

361,477 297

産

,812,333

形成充当 少数株主 その他の純資産 その他の純
純資産合計

財源余剰
未実現財源

税収 社会保険料 移転収入 公債等
その他の 評価・換算 開始時未

その他純資産財源合計 持分合計 資産合計
消費 財源の調達 差額等 分析残高

前期末残高 17,496,869 △5,308,956 12,187,912 4,398,438 369,589 5,184,084 5,308,956 △14,490,151 3,170,080 3,940,996 0 279,361,477 0 279,361,477 295,490,383

当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 6,951,748 △1,052,385 5,899,364 5,899,364

１．財源の使途 △91,379,932 △1,052,385 △92,432,316 △92,432,316

①純経常費用への財源措置 △81,357,436 0 △81,357,436 △81,357,436

②固定資産形成への財源措置 △3,231,140 △1,052,385 △4,283,525 △4,283,525

事業用資産形成への財源措置 △1,254,233 △1,009,713 △2,263,946 △2,263,946

インフラ資産形成への財源措置 △1,976,907 △42,672 △2,019,579 △2,019,579

③長期金融資産形成への財源措置 △442,624 0 △442,624 △442,624

④その他の財源の使途 △6,348,733 0 △6,348,733 △6,348,733

直接資本減耗 △6,170,145 0 △6,170,145 △6,170,145

その他財源措置 △178,588 0 △178,588 △178,588

２．財源の調達 98,331,681 98,331,681 98,331,681

①税収 36,959,192 36,959,192 36,959,192

②社会保険料 12,130,529



（

支出 3,930,91

単

1

２．財務的収入 20

位

,230,261 ＡＢ

：

＝Ｙ＋Ｚ＋ＡＡ

①公債

千

発行収入 9,420,

円

052 Ｙ

公債（短期）

）

発行収入 0

公債発行収

【

入 9,420,052

経

②借入金収入 7,45

常

6,520 Ｚ

短期借入

的

金収入 7,456,5

収

20

借入金収入 0

③そ

支

の他の財務的収入 3,

区

353,689 ＡＡ

財

分

務的収支 △5,769

】

,681 ＡＣ＝ＡＢ－

Ⅰ

Ｘ

当期資金収支額 13

．

3,689 ＡＤ＝Ｕ＋

経

ＡＣ

期首資金残高 8,

常

090,969 ＡＥ

期

的

末資金残高 8,224

収

,658 ＡＦ＝ＡＤ＋

支

ＡＥ → ＢＳへ

１．経常的支出 103,695,806 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

①経常業務費用支出 47,828,644 Ａ

人件費支出 19,890,623

物件費支出 8,746,360

経費支出 10,439,660

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 8,752,002

②移転支出 55,867,161 Ｂ

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 39,829,290

社会保障関係費等移転支出 15,269,727

その他の移転支出 768,144

２．経常的収入 114,30

【

7,592 Ｈ＝Ｄ＋Ｅ

様

＋Ｆ＋Ｇ

①租税収入 3

式

4,629,059 Ｄ

第

②社会保険料収入 9,

9

572,406 Ｅ

③経

号

常業務収益収入 30,

】

300,340 Ｆ

経常

平

収益収入 29,567

成

,758

業務関連収益

２

収入 732,581

④

４

移転収入 39,805

年

,786 Ｇ

他会計から

度

の移転収入 △824,

　

847

補助金等移転収

小

入 26,795,74

田

2

その他の移転収入 1

原

3,834,892

経

市

常的収支 10,611

　

,786 Ｉ＝Ｈ－Ｃ

【

連

資本的収支区分】

Ⅱ．

結

資本的収支

１．資本的

資

支出 5,179,89

金

1 Ｎ＝Ｊ＋Ｋ＋Ｌ＋Ｍ

収

①固定資産形成支出 3

支

,836,958 Ｊ

②

計

長期金融資産形成支出

算

945,068 Ｋ

③連

書

結の範囲の変更を伴う

（

出資・出捐支出 0 Ｌ

④

C

その他の資本形成支出

F

397,864 Ｍ

２．

)

資本的収入 471,4

【

73 Ｓ＝Ｏ＋Ｐ＋Ｑ＋

3

Ｒ

①固定資産売却収入

区

30,170 Ｏ

②長期

分

金融資産償還収入 43

形

,438 Ｐ

③連結の範

式

囲の変更を伴う出資・

】

出捐償還収入 0 Ｑ

④そ

（

の他の資本処分収入 3

自

97,864 Ｒ

資本的

平

収支 △4,708,4

成

18 Ｔ＝Ｓ－Ｎ

基礎的

２

財政収支 5,903

４

,370 Ｕ＝Ｉ＋Ｔ

【

年

財務的収支区分】

Ⅲ．

　

財務的収支

１．財務的

４

支出 25,999,9

月

41 Ｘ＝Ｖ＋Ｗ

①支払

　

利息支出 2,575,

１

368 Ｖ

公債費（利払

日

分）支出 2,447,

 

795

借入金支払利息

至

支出 127,573

②

平

元本償還支出 23,4

成

24,572 Ｗ

公債費

２

（元本分）支出 11,

５

214,629

公債（

年

短期）元本償還支出 1

　

0,749,642

公

３

債元本償還支出 464

月

,987

借入金元本償

　

還支出 8,279,0

３

32

短期借入金元本償

１

還支出 0

借入金元本償

日

還支出 8,279,0

）

32

その他の元本償還


